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教科情報の導入と教科内容
駒 田 忠 一
要 旨
高等学校に教科情報が設けられ 3年が経過したが，この間，小中学校においても情報施
設機器の整備が進み，同様の施設機器が導入された。インターネット接続回線はブロード
バンドに移行し，校内のネットワーク整備が行われ，情報に関わる教育が実施された。小
中学校で情報に関わる教育を受けた生徒に対し，高校教科情報はどのような内容で，教科
指導を実施すればよいのか，必修教科として設ける意義があるのであろうか。高校に設置
された情報機器施設は，教科情報以外の学習に利用できる余裕はなく，情報教科以外の教
科使用は難しく，また，他の教科学習の中で情報に関する知識は必ずしも必要でない。し
かし，日常生活では，パソコンや携帯電話を使ったメール，インターネットを介した情報
検索・商品購入等が一般的に行われ，卒業後の大学や社会において情報機器を用いて情報
を取扱う技術知識は必須である。単に機器の操作，ソフトの使い方を学ぶだけでは情報を
取扱う技術知識を修得できない。教科情報の教育目標は，「情報を如何に取扱うか，接する
かを学ぶ」であり，今後も，必修教科として必要である。
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１．はじめに
高等学校に教科情報が必修教科として設けられ 3年が経過し，この間教科実施に伴い学校へ
情報機器設備が導入され，教員研修等の実施を経て，小中高等学校で情報関連教育が実施され
ている。教科情報の導入後３年が経過し，履修した情報関連教育課程の異なる生徒の入学，家
庭や社会の情報化に応じ，教科のあり方について考える必要がある。学校の授業時間は学習す
べき内容に比して決して多くない。この限られた時間を有効に使用するために，設ける教科を
厳選しなければならない中で，教科情報を高等学校普通科目の必修教科として設ける意義が必
要である。小中学校に情報施設設備が整備され，情報関連授業の実施は，高校教科実施時の技
術指導の負担の軽減となり，知識応用面の指導に専念できる状況となった。情報に関わる知識
は，情報関連機器とネットワークの普及により情報が生活の中に深く関り，日常生活の中で重
要となり，必要な知識となった。生活の中で必要とされる知識を習得させる教科として，教科
情報を設ける意義がある。
情報機器に関する調査結果をもとに教科の現状と，教科の導入・指導内容・関係する施設に
ついて述べる。
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２．情報化の現状
近年の情報に関る変化はブロードバンド回線の普及である。DSL・FTTH回線が普及し，企
業・家庭・学校が高速回線に接続され，インターネット利用が一般化し，新聞・テレビ・雑誌
等と共に生活の中で使われている（表 1-1）。パーソナルコンピュータ自体のソフト・ハードに
は大きな変化は見られないが，携帯電話は高速のデータ転送速度を備え，情報端末機能を持つ
機器へ推移した。中高生年代からインターネット・携帯電話は使われ，回線の高速化と携帯電
話の情報端末化は日常生活に変化をもたらした（表 1-2,3,4）。
表 1-1 パソコン保有率と平均保有台数
(％)
年度 保有率 保有者平均保有台数 2台以上保有 複数保有世帯LAN構築率
LAN構築世帯ブローバンド接続
13 58.0 1.7 － － －
14 71.7 1.5 25.7 35.5 50.4
15 78.2 1.7 32.7 40.6 68.8
16 77.5 1.7 32.8 52.0 80.5
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
表 1-2 インターネット対応携帯電話利用率とインターネット対応携帯電話を
音声のみに使用する利用者
(％)
年度
年 齢
6-12歳 13-19歳 20-29歳 全 体
インターネット対応携帯電話利用率
インターネット対応携帯電話を音声のみに使用する利用者率
インターネット対応携帯電話利用率
インターネット対応携帯電話を音声のみに使用する利用者率
インターネット対応携帯電話利用率
インターネット対応携帯電話を音声のみに使用する利用者率
インターネット対応携帯電話利用率
インターネット対応携帯電話を音声のみに使用する利用者率
13 3.4 31.3 33.2 14.1 47.1 16.4 25.8 27.9
14 6.1 30.0 40.3 10.0 50.7 13.6 29.3 24.8
15 6.7 10.1 42.2 13.2 52.5 18.2 32.4 15.9
16 6.2 31.7 41.9 3.2 54.8 4.2 33.6 10.5
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
表 1-3 携帯電話利用率
(％)
年度 年齢6-12歳 13-19歳 20-29歳 全体
13 7.1 51.4 74.7 44.5
14 12.8 63.7 81.0 52.2
15 12.7 67.4 84.7 57.4
16 12.8 69.6 95.2 65.1
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
表 1-4 インターネット利用率
(％)
年度 年齢6-12歳 13-19歳 20-29歳
13 49.2 72.8 68.5
14 52.6 88.1 89.8
15 61.9 91.6 90.1
16 62.8 90.7 92.3
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
2－1．社会の情報化
平成 17 年情報通信白書および総務省通信利用動向調査から推測される情報化の現状を述べ
る。情報収集手段はインターネット普及により，テレビ・新聞・雑誌書籍に加えインターネッ
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1) 総務省（平成 17 年）「情報通信白書 第 1章，第 2節，2 ⑵ 行動，支出の変化」
トが用いられ，趣味・生活情報・仕事・勉強の情報収集の用途で使われている（表 1-5,6）。通
信手段は，従来の固定電話から携帯電話・IP 電話の利用者と，手紙・ハガキ・ファクシミリか
ら電子メール・掲示板・チャット利用者が増加した。行動面では，情報通信白書（平成 17 年）
によれば「インターネット利用に伴い，生活時間・行動頻度では，睡眠時間，テレビを見る時
間，雑誌等を読む時間などが減少する一方，家族や友達との連絡頻度は増加している。ただし，
家族と友人と対面で話す時間は減少している1)。」の報告がある。インターネット利用者の，対面
での会話，睡眠時間やテレビ視聴・雑誌を読む時間の減少が報告されている。
表 1-5 通信手段の変化（平成16-14年）
(％)
利用者増 利用者減
携帯電話・PHS（通話） 22.3 固定電話 －39.2
IP 電話 17.9
パソコンの電子メール 48.3 ファクシミリ －20.9
携帯電話・PHS（電子メール） 30.4 手紙・葉書 －43.5
インターネット上の掲示板 17.3
チャット，インスタントメッセンジャー 1.3
※ 各項目に対して「増加した」と回答した利用者の割合から「減少した」と回答した利用者の割合を差し引いたもの
出所：総務省「平成 17 年情報通信白書」より作成
表 1-6 情報メディア別の情報収集用途
(％)
インターネット テレビ 新聞 雑誌・書籍
趣味や遊びの情報 88.6 35.6 11.6 54.6
旅行やお店の情報 80.3 28.1 11.5 50.3
生活情報 73.3 45.9 26.1 28.6
ニュース 67.4 84.0 62.2 6.2
勉強の情報 65.1 11.9 15.5 45.2
健康情報 62.9 46.6 20.5 33.2
仕事の情報 61.6 12.8 26.0 31.6
出所：総務省「平成 17 年版 情報通信白書」より作成
注）調査時期平成 17 年 1 月
注）複数回答
表 1-7 世代別別インターネット利用率
(％)
世代区分 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末 13-16比較
６～12歳 49.2 52.6 61.9 62.8 1.3
13～19歳 72.8 88.1 91.6 90.7 1.2
20～29歳 68.5 89.8 90.1 92.3 1.3
30～39歳 68.4 85.0 90.4 90.5 1.3
40～49歳 59.0 75.0 84.5 84.8 1.4
50～59歳 36.8 53.1 62.6 65.8 1.8
60～64歳 19.2 32.8 39.0 49.0 2.6
65歳以上 7.7 9.9 15.0 17.5 2.3
注）「13‐16比較」は平成 16 年と平成 13 年の利用率の比
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
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2) 総務省（平成 17 年）「情報通信白書 第 1章，第 2節，2 ⑶ インターネットの効用・社会的影響」
インターネット利用者にとってインターネット利用は，従来のメディア・通信手段と異なる
特性を持ち，ニュース・BBS に生活・趣味・知識能力にプラスの効用をもたらす感を持つ人が
多い。社会的影響に対して，情報通信白書（平成 17 年）によれば「インターネットが社会に及
ぼす影響については，プラス面とマイナス面の両面が意識されている。プラス面では，「情報検
索，ネットショッピングなど生活が便利になる」，「新ビジネスが続々と登場し，産業構造が変
化する」，「知識やノウハウの伝達力が向上する」等が高くなっており，他方，マイナス面では，
「情報が氾濫し，必要な情報の取捨選択が難しくなる」，「誹謗中傷，違法／有害情報の氾濫等
の犯罪を助長する」，「物事を深く考える能力が低下する」等が高くなっている。そして，「全体
的に見て，インターネットは社会に対してよい影響をもたらしている」と肯定的に捉える人が
75.6％となっている2)。」の報告がある。良い影響をもたらすと考える人が多数を占めるが，情報・
違法有害情報の氾濫や物事を深く考える能力低下がマイナス面として捉えられている。イン
ターネット利用率は若年層と高年齢層の間で年齢格差があり，13 歳から 50 歳までの利用率が
高く，60 歳以上は利用率が低いが平成 13-16 年間で 2.4 倍に増加した。インターネット利用時
の端末は，パソコン・携帯電話等・パソコン及び携帯電話等の順で使われ，携帯電話等の利用
者率が平成 13-16 年間で 2倍に増加した（表 1-7,8）。
表 1-8 機器別インターネットの利用率
(％)
利用機器 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末
パソコンのみ 52.8 56.0 40.2 26.5
携帯等のみ 11.7 15.3 18.8 19.0
パソコンと携帯等 30.0 23.5 36.7 52.9
その他 5.6 5.2 4.4 1.7
再掲
パソコン利用者 87.4 82.4 79.7 80.7
携帯等利用者 44.8 40.2 58.0 73.3
その他利用者 5.5 5.2 4.4 1.6
出所：総務省「通信利用動向調査報告書世帯編」より作成
（注）再掲の合計は100ではない（複数に該当する者がいる）。
（注）四捨五入のため，内訳の和は計に必ずしも一致しない。
表 1-9 インターネット利用人口・普及率と接続
平成12年末 平成13年末 平成14年末 平成15年末 平成16年末
インターネット利用人口の推移
利用者数(万人) 4,708 5,593 6,942 7,730 7,948
人口普及率(％) 37.1 44.0 54.5 60.6 62.3
インターネット普及率の推移
世帯(％) 34.0 60.5 81.4 88.1 86.8
企業(300人以上)(％) 95.8 97.6 98.4 98.2 98.3
事業所(５人以上)(％) 44.8 68.0 79.1 82.6 81.8
自宅におけるパソコンからのインターネット接続方法
ブロードバンド回線(％)※2 6.8 14.9 29.6 47.8 62.0
ISDN(常時接続)(％) － － 16.8 13.9 13.3
ISDN(非常時接続)(％) 34.0 24.6 11.2 8.2 5.1
電話回線(ダイヤルアップ)(％) 56.2 47.2 44.9 30.2 20.4
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
※1 複数回答であり，上記以外の選択肢もあるため，各年の合計が100とは一致しないこともある※2 ブロードバンド回線：FTTH（平成13年から），DSL，ケーブルインターネット，無線（FWA等），第３世代携
帯電話（平成16年のみ）
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3) 総務省（平成 17 年）「情報通信白書 第 1章，第 2節，第 2節の要旨」
4) 総務省（平成 17 年）「情報通信白書 第 1章，第 2節，1 3 インターネットリテラシーの向上」
接続回線種別はブロードバンド回線利用世帯が増加し，ダイヤルアップ回線利用世帯が減少
し，世帯に複数のパソコンを持つ世帯の家庭内 LAN接続率も増加した。また，企業において
も同様に接続回線の高速化が進んだ（表 1-9）。
電子メール利用率は，パソコン・携帯電話ともに約 90％利用率であり，50％程度が 2通以上
送信する。携帯電話では若い年齢層で，通話頻度と同じ頻度でメールが利用されている（表
1-10）。コミュニケーションに対して情報通信白書（平成 17 年）によれば「○パソコンによる
電子メールは日米韓とも利用率が高いが，携帯電話による電子メールは日本が突出している。
○ブログが昨年以降急速に普及している。開設理由は「体験や日々の暮らしを書き残したい」
が最も高く，これを反映して内容も「自分自身の生活日記」が圧倒的に高い。ブログ開設者の
満足度，利用継続意向とも高く，今後社会に普及するとの認識である3)。」の報告がある。他の情
報交換ツールとしてBBS・プログが使われ，プログはホームページに代わる個人の新たな情報
発信手段として，平成 16 年以降普及のデータが示されている。他に，音楽・映像配信の高速回
線を使ったサービス，ネットショッピング・ネットオークション・ネットバンキングに使用さ
れるが，映像配信・ネットバンキングは利用率・頻度とも低い（表 1-11）。
表 1-10 電子メールの送信回数
利用していない 1通以下 2～ 5通 6通以上
パソコン 5.8 46.3 37.2 10.6
携帯電話等 12.3 30.3 39.1 18.3
出所：総務省「平成 17 年版 情報通信白書」より作成
注）調査時期平成 17 年 1 月
表 1-11 ネットバンキング・トレード利用率と利用頻度
(％)
利用率 利用頻度年 1～数回 月 1回程度 月 2～ 5回 月 6回以上
ネットバンキング 45.2 36.4 25.5 27.8 10.3
ネットトレード 18.0 39.4 11.9 20.7 28.0
出所：総務省「平成 17 年情報通信白書」より作成
注）調査時期平成 17 年 1 月
パソコンやインターネットの操作能力に対して情報通信白書（平成 17 年）によれば「インター
ネット利用者に対し，パソコンやインターネットの利用に必要ないくつかの操作について，現
在できるかどうか，また，2年前はできたかどうかを聞いたところ，すべての項目において現在
「できる」とする人の割合が高くなっている。パソコンやインターネットの操作能力が着実に
向上していることがうかがえる4)。」の報告がある。家庭電化製品のディジタル化も進み，ビデオ
レコーダ・テレビ・カメラはディジタル化された製品が一般化し，パソコンは家庭用としてテ
レビチューナを内蔵したAV機能を持つ製品が販売され，画像・音楽・映像のディジタル処理
機能を備える。このような機能を用いて，CD・DVDの作成，画像編集，映像編集等の処理を行
う利用者が増加し，利用者のパソコンに関する操作能力が向上した。
平成 17 年 3 月末の情報通信端末の世帯保有率は，携帯電話 91％・パソコン 78％に達し，情
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報交換・情報収集，ショッピング等で，インターネットや携帯電話の利用が一般化し，日常生
活の中で使われる（表 1-12）。
コンピュータの利用目的は，行政機関のコンピュータ適用業務別利用状況では，平成 7年以
後利用状況が大きく変化し，情報交換・通信・検索・提供・収集・作成・備蓄の利用率が高く，
教育・研修・訓練目的の利用率が低下した（表 1-13）。
表 1-12 年齢別インターネット用途
(％)
年齢階層 年度 順 位1 位 2 位 3 位 4 位 5 位
全体
16 電子メール 65.4 情報検索 52.3 ニュース等の情報入手 48.1 商品・サービス購入 34.5 音楽ダウンロード・視聴 29.8
15 電子メール 57.6 情報検索 57.4 ニュース等の情報入手 48.7 商品・サービス購入 36.8 クイズやアンケート 19.5
14 電子メール － 商品・サービス購入 － － － － － － －
13 電子メール 64.8 無料有料サービス 45.9 ビジネス情報入手 21.3 オンラインショッピング 18.9 掲示板，チャット 15.6
6-12歳 16 ネットゲーム 34.4 情報検索 30.9 電子メール 24.2 ニュース等の情報入手 17.6 画像のダウンロード 9.6
13-19歳
15-19歳
16 電子メール 58.3 音楽ダウンロード・視聴 45.3 情報検索 39.1 画像のダウンロード 36.4 ニュース等の情報入手 30.5
15 情報検索 42.8 電子メール 39.9 ニュース等の情報入手 27.0 掲示板，チャット 24.4 商品・サービス購入 20.8
14 電子メール 音楽ダウンロード・視聴 － ニュース等の情報入手 － 画像のダウンロード － 商品・サービス購入 －
20-29歳
16 電子メール 58.3 情報検索 45.3 ニュース等の情報入手 39.1 音楽ダウンロード・視聴 36.4 商品・サービス購入 30.5
15 電子メール 57.3 情報検索 56.4 ニュース等の情報入手 43.0 商品・サービス購入 37.0 就職・転職関係 24.2
14 電子メール － 商品・サービス購入 － ニュース等の情報入手 － 音楽ダウンロード・視聴 － 画像のダウンロード －
13 電子メール 69.6 無料有料サービス 58.2 掲示板，チャット 22.5 オンラインショッピング 13.8 クイズ応募 12.0
出所：総務省「通信利用動向調査」より作成
表 1-13 行政機関の主なコンピュ－タの適用業務別の利用状況
適用業務
平成14年度 平成12年度 平成10年度 平成７年度
利用率
順位
内部部
局構成
比 ％
機関合
計構成
比 ％
利用率
順位
内部部
局構成
比 ％
機関合
計構成
比 ％
利用率
順位
内部部
局構成
比 ％
機関合
計構成
比 ％
利用台数
順位
情報交換・通信 1 21.2 37.0 1 34.1 32.2 1 23.2 17.6 6
情報検索・提供 2 29.6 19.1 2 26.2 22.7 3 18.9 14.0 4
情報収集・作成・蓄積 3 35.8 17.5 3 36.9 22.2 2 22.8 14.3 2
技術計算・解析 4 8.2 15.0 4 11.0 18.3 4 5.9 11.6 3
集計・分析・分類 5 19.9 14.7 5 18.6 14.7 5 12.6 9.9 5
教育・研修・訓練 6 0.7 13.3 6 1.5 13.0 6 1.1 8.1 1
出所：総務省行政管理局「行政情報化基本調査結果報告書」より作成
注）利用順位 6位以上を取り出し，集計
・1台のコンピュ－タで複数の適用業務に利用されている場合がある
・機関合計は「内部部局，施設等機関，特別の機関，地方支分部局」の計
・平成 7年度は発表データ項目が異なるため順位のみ
2－2．学校の情報施設設備
学校の情報施設設備に関し，平成 13-16 年間の大きな変化は，ブロードバンド回線接続の普
及である（表 2-1）。接続回線の高速化により，見せる授業から生徒が使え操作する授業ができ
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る回線環境となった。教育用コンピュータ台数は，高等学校で一人に対し 5.5 台，平均 1校 115
台が LAN接続されインターネット利用できる設備が整えられた。小学校では，一人に対し 9.6
台，平均 1校 32.7 台，中学校では，一人に対し 6.9 台，平均 1校 47.8 台が設置されている（表
2-2）。プロジェクタ・電子黒板等の表示装置は学校に数台程度導入されているが，普通教室等
で情報機器を使った授業に必要な装置であり，今後の設置が必要である（表 2-3）。周辺機器に
関してプリンタ・外部補助記憶装置・スキャナ等の機器が設置され，ディジタルカメラは小学
校の保有数が他に比して高い（表 2-4）。
表 2-1 学校のインターネット接続率と高速回線率
(％)
調 査 年 月 日 H13.3.31 H14.3.31 H15.3.31 H16.3.31 H17.3.31
小 学 校 接 続 率 75.8 97.2 99.4 99.7 99.9
中 学 接 続 率 89.3 99.2 99.8 99.9 99.9
高 校 接 続 率 90.6 99.1 99.9 100.0 100.0
小学校高速回線率 11.7 35.8 52.8 68.0 78.5
中学高速回線率 15.9 40.2 57.9 72.4 82.3
高校高速回線率 11.5 45.4 75.7 88.1 95.5
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
表 2-2 教育用コンピュータの設置状況
学校種 年度
１学校当たりの教育用コンピュータ平均設置台数 台
教育用コンピュータ１台当たりの児童生徒数 人／台
小学校
平成14年 24.4 12.6
平成15年 27.7 11.2
平成16年 30.8 10.1
平成17年 32.7 9.6
中学校
平成14年 41.6 8.4
平成15年 44.1 7.7
平成16年 46.5 7.1
平成17年 47.8 6.9
高等学校
平成14年 94.7 7.4
平成15年 101.4 6.7
平成16年 107.6 6.2
平成17年 114.0 5.5
出所：文部科学省「学校基本調査」より作成
インターネット接続は平成 15 年度に 99％に達し，高速回線接続率は平成 17 年調査では高校
96％，中学校 82％，小学校 78％に達している（表 2-1）。接続先は学校種に異なり，高校では教
育センター等の接続が 60％以上に対し，小中では民間プロバイダが 45％程度を占め，接続先の
年度間変化は小さい（表 2-5）。インターネットアクセス制限は各校種とも実施され，高校では
17 年度全校で制限が実施され，小中校でも 80％程度が実施している（表 2-6）。普通教室の
LAN接続可能教室は，高等学校 74％，中学校 46％，小学校 42％の教室である。全教員に電子
メールアドレスを付与する学校は高等学校 56％，中学校 25％，小学校 25％，全生徒に付与する
学校は高等学校 19％，中学校 6％，小学校 3％，一部生徒に付与する学校は高等学校 14％，中学
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表 2-3 プロジェクタ・テレビ会議装置・電子黒板の平均台数
学校種 調査年月日
教育用コンピュータの１校平均台数
テレビ会議装置(式)
ビデオプロジェクタ(投影式，可搬型)
大型プロジェクタ
電子黒板（台）１校平均台数
コンピュータ教室設置台数
普通教室設置台数
小学校
H15.3.31 24.4 0.16 1.05 0.29 0.19 0.02 0.07
H16.3.31 27.7 0.18 1.34 0.32 0.20 0.03 0.10
H17.3.31 30.8 0.17 1.62 0.41 0.24 0.05 0.15
中学校
H15.3.31 41.6 0.15 1.37 0.37 0.20 0.04 0.09
H16.3.31 44.1 0.17 1.70 0.39 0.21 0.03 0.14
H17.3.31 46.5 0.17 2.02 0.51 0.29 0.04 0.18
高等学校
H15.3.31 94.7 0.19 3.60 0.97 0.31 0.20 0.24
H16.3.31 101.4 0.18 4.34 1.20 0.41 0.21 0.33
H17.3.31 107.6 0.22 4.99 1.35 0.39 0.33 0.37
注）各機器装置台数を学校数で割った数
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
表 2-4 プリンタ・周辺機器平均設置台数
学校種 調査年月日
プリンタ(カラー･白黒)1校平均台数
１台当たりのコンピュータ台数
DVD-ROMDVD-RDVD-RAM１校平均台数
１台当たりのコンピュータ台数
デジタルカメラ１校平均台数
１台当たりのコンピュータ台数
スキャナ１校平均台数
１台当たりのコンピュータ台数
小学校
H15.3.31 7.6 3.2 1.3 18.4 7.1 3.4 1.7 14.1
H16.3.31 8.0 3.5 3.2 8.8 8.5 3.3 1.9 14.9
H17.3.31 8.3 3.7 5.9 5.2 9.4 3.3 2.0 15.6
中学校
H15.3.31 10.2 4.1 2.1 20.2 6.2 6.7 2.0 20.3
H16.3.31 10.2 4.2 5.2 8.5 7.5 5.9 2.2 20.2
H17.3.31 10.1 4.6 10.3 4.5 8.5 5.5 2.3 20.0
高等学校
H15.3.31 26.8 3.5 7.1 13.4 4.8 19.8 4.2 22.5
H16.3.31 27.0 3.7 13.9 7.3 6.1 16.6 4.7 21.4
H17.3.31 27.2 4.0 21.5 5.0 7.0 15.3 5.1 21.3
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
表 2-5 学校のネットワーク接続先
(％)
学校種 調査年月日 民間プロバイダ
公的機関
その他自治体ネットワークセンター 教育センター等
小学校
H15.3.31 50.4 17.7 30.9 1.0
H16.3.31 47.5 22.1 29.5 0.8
H17.3.31 44.7 25.9 28.8 0.7
中学校
H15.3.31 50.0 16.4 32.3 1.3
H16.3.31 47.7 21.1 30.2 1.0
H17.3.31 45.1 24.6 29.5 0.8
高等学校
H15.3.31 27.8 8.8 61.7 1.7
H16.3.31 25.4 11.1 62.9 0.6
H17.3.31 19.5 12.2 68.0 0.3
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
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表 2-6 有害情報への対応方法
学校種 調査年月日 フィルタリングソフト 利用制限 教員の指導 対応していない
ガイドラインがある学校
学校数 割合
小学校
H15.3.31 ％86.5 ％26.1 ％85.6 校309 校16840 ％73.4
H16.3.31 89.3 27.8 86.6 204 17382 76.1
H17.3.31 100.0 33.4 90.7 － 18255 80.5
中学校
H15.3.31 89.7 28.3 88.5 68 7807 75.7
H16.3.31 92.0 29.4 88.7 40 8048 78.3
H17.3.31 100.0 35.5 91.5 － 8312 81.1
高等学校
H15.3.31 95.9 32.4 81.9 21 3815 92.7
H16.3.31 97.1 36.5 84.7 12 3822 93.3
H17.3.31 100.0 39.8 87.8 － 3864 94.8
注）重複回答有り
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
表 2-7 電子メールアドレスの付与状況（重複あり)
(％)
学校種 調査年月日 全生徒 一部生徒 全教員 一部教員
小学校
H14.3.31 3.5 9.7 14.6 17.3
H15.3.31 4.7 10.8 19.0 19.6
H16.3.31 4.6 10.5 21.8 19.6
H17.3.31 3.4 11.9 25.1 18.6
中学校
H14.3.31 5.1 10.1 14.7 21.1
H15.3.31 6.1 10.6 19.1 23.7
H16.3.31 5.8 9.7 22.1 23.7
H17.3.31 5.5 11.4 25.0 22.6
高等学校
H14.3.31 11.4 11.6 29.2 30.1
H15.3.31 18.9 12.2 48.6 30.4
H16.3.31 18.9 13.6 52.8 30.2
H17.3.31 18.7 13.9 56.2 32.4
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
校 11％，小学校 12％である。電子メール利用時にアドレスを付与し，利用する運用が多数を占
める（表 2-7）。
市販の教科用ソフトウェアおよび教科用以外のソフトウェアの保有種類（タイトル）数は各
表 2-8 学校の保有するソフトウェア
学校種 調 査年月日
市販の教科用ソフトウェアの保有種類（タイトル）数 市販の教科用以外のソフトウェアの保有種類 （タイトル）数
保有種類数 左のうち，前年度に整備した種類数
１校当たりの平均保有種類数 保有種類数
左のうち，前年度に整備した種類数
１校当たりの平均保有種類数
小学校
H15.3.31 本266684 本35069 本／校11.5 本150299 本27082 本／校6.5
H16.3.31 244605 31814 10.7 145393 19812 6.3
H17.3.31 247350 24565 10.9 139961 18364 6.2
中学校
H15.3.31 132208 14616 12.8 73367 11313 7.1
H16.3.31 118005 15292 11.5 70924 9920 6.9
H17.3.31 113044 13125 11.0 69674 11896 6.8
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高等学校
H15.3.31 40520 5639 9.8 27912 4894 6.8
H16.3.31 33709 3591 8.2 28611 4005 7.0
H17.3.31 31797 4073 7.8 31566 5317 7.7
注1) 「教育用ソフトウェア」とは，学習指導用及び教材作成用ソフトウェアとし，コンピュータ教室における種類
数は，各端末により利用できるものに限る。また，年度内において使用しなかったものを除く。
注2) 「教育用以外のソフトウェア」とは，利用する教科が特定できない統合型ソフトウェア，教科横断的ソフトウ
ェア等とし，コンピュータ教室における種類数は，各端末により利用できるものに限る。また，年度内において使
用しなかったものを除く。
注3) 校務処理（成績処理，保険管理等）用，OS，ブラウザ，フリーウェア・シェアウェア，自作ソフトウェアは含
まない。
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
校種間年度に平均 1本程度を整備し，教科用ソフトウェア保有種類は小中 10 本，高 8本，教科
用以外のソフトウェア保有種類は小中 6本，高 8本を保有する（表 2-8）。
高等学校 64％，中学校 68％，小学校 84％の教員が，コンピュータ・プロジェクタ等を使って
教科指導できるとしている（表 2-9）。
表 2-9 コンピュータを使って教科指導等ができる教員
(％)
学校種 2002年 3 月 2003年 3 月 2004年 3 月 2005年 3 月 2005年 9 月
小学校 59.4 66.3 72.7 80.1 83.7
中学校 41.5 46.1 53.8 60.5 67.9
高等学校 34.4 38.1 46.1 55.1 63.5
出所：文部科学省「学校教育情報化の実態調査」より作成
３．教科情報の必要性
学校への情報機器・施設設備導入配備が進み，小中学校において情報関連学習が実施され，
関係する教科を学習した生徒が今後入学し，卒業後の進路は，進学者が多数を占める。高校３
年間の限られた時間の中に，教科を設け学習する必要があるのだろうか。教科情報の学習内容
は，日常生活の関わりから考慮すると技術面の必要性は低いが，知識としての必要度は高く，
進路から要求される知識・技術は必修のものである。
3－1．日常に必要な情報知識
社会人・大学生は，生活の中で日常的に情報機器に接し，必須の機器に位置づけられるが，
高校生は，情報関連授業の中で学習を進める上で接する以外，自ら望まない限り接する機器で
はなく，情報関連の知識が無くても高校での学習を進めることができる。
社会のパソコン利用目的の中で，研修目的利用率は非常に低く（表 1-13），情報に関る技術知
識を備えていることが求められ，大学等に進学の場合，基礎技術講座は設けられているが，入
学直後から必要な技術であり，高校卒業後は情報に関する知識・技術は必須である。情報収集・
検索・作成・備蓄等の知識技術は，日常生活の中で自然に習得できる技術ではなく，努力を要
する。高校生の就職・進学の比率は地域によって異なるが，大学等に 47％が進学し，17％就職
する（表 2-10）。就職する生徒には職業に即した情報知識・技術を学習させる必要があるが，進
路決定の時期が遅れ，授業選択の機会を逸し，知識を身に付けないまま卒業することのないよ
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表 2-10 高等学校卒業者の進路
(％)
年度 大学等進学 専修学校等進学 就職者率 進路未定者
12 45.1 25.9 18.2 10.0
13 45.1 26.2 18.1 9.8
14 44.8 27.0 16.8 10.5
15 44.6 27.9 16.4 10.3
16 45.3 27.5 16.7 7.5
17 47.3 26.3 17.2 6.6
出所：文部科学省「学校基本調査」より作成(注) 1 「大学等進学者」とは，大学の学部・通信教育部・
別科，短期大学の本科・通信教育部・別科，高等学校
等の専攻科への進学者である。また，進学しかつ就職
した者を含む。2 「専修学校進学」とは，専修学校（専門課程・一般
課程）及び各種学校へ入学した者である。3 「就職」とは，卒業者のうち教育機関に在籍せず就
職している者4 「進路未定者」とは，家事手伝いをしている者，外
国の高等学校・大学等に入学した者又は大学等進学・
専修学校進学・就職に該当しない者で進路が未定であ
ることが明らかな者5 表は，「死亡・不詳者」，「一時的に仕事に就いたもの」
を含まない
う，早期の進路選択が必要である。
高校生の進路から教科情報の必要性を
考えれば，社会人あるいは大学生には情
報に関する知識・技術は必須であり，高
校段階で身に付けておくべき知識・技術
である。高校生の日常生活では必要度の
低い知識・技術であるが，進路を考慮す
ると必要である。
3－2．小中学校情報教育との関係
高校の教科情報の学習内容が，イン
ターネット等を使った情報検索・ワード
プロセッサ・表計算・プレゼンテーショ
ンの操作法が主ならば，小中学校に情報
機器と施設が整備され，関係する学習が
実施された後は，教科を設ける意義を失
う。中学校技術・家庭の情報に関係する分野で学ぶ事項と，高校教科情報Aの学ぶ事項間で比
較すると，多くの領域で重なりがある（表 2-11）。単なる操作法の指導でなく，情報の取り扱い，
単なるデータを情報として使える状態に処理できることに，ソフト・機器操作教育以外に，教
表 2-11 高等学校情報Aと中学校技術家庭情報とコンピュータの学習指導要領項目
高等学校学習指導要領 中学指導要領 技術・家庭 情報に関係する分野
第１ 情報A B 情報とコンピュータ
⑴ 情報を活用するための工夫と情報機器
コンピュータや情報通信ネットワークなどの適切な活用
ア 問題解決の工夫： 目的に応じた解決手順の工夫と一
つの問題に対し，複数の解決方法を試み，それらの結果
を比較する実習
イ 情報伝達の工夫： 伝達内容に適した提示方法の工夫
プレゼンテーション用ソフトウェアなどを活用した実習
⑶⑷⑸と関わる
⑵ 情報の収集・発信と情報機器の活用
情報通信ネットワークなどを活用した実習を中心に扱う
ア 情報の検索と収集： 必要とする情報を効率的に検
索・収集する方法を習得
イ 情報の発信と共有に適した情報の表し方： 情報の表
し方に工夫や取決めが必要であることを理解させる。
ウ 情報の収集・発信における問題点
情報の収集・発信の際に起こり得る具体的な問題及びそ
れを解決したり回避したりする方法の理解を通して，情
報社会で必要とされる心構えについて考えさせる。
⑷ 情報通信ネットワークについて，次の事項を指導する。
コンピュータを利用したネットワークについて扱うこと。
ア 情報の伝達方法の特徴と利用方法を知ること。
イ 情報を収集，判断，処理し，発信ができること。
⑴イ 情報化が社会や生活に及ぼす影響を知り，情報モラ
ルの必要性について考えること。
インターネット等の例を通して，個人情報や著作権の保
護及び発信した情報に対する責任について扱う
⑶ 情報の統合的な処理とコンピュータの活用
ア コンピュータによる情報の統合
コンピュータの機能とソフトウェアとを組み合わせて活
用
コンピュータは多様な形態の情報を統合できることを理
解させる。
周辺機器やソフトウェアなどの活用方法を扱う
イ 情報の統合的な処理
収集した多様な形態の情報を目的に応じて統合的に処理
⑶ コンピュータの利用について，次の事項を指導する。
ア コンピュータの利用形態を知ること。
イ ソフトウェアを用いて，基本的な情報の処理ができる
こと。
生徒の実態を考慮し文書処理，データベース処理，表計
算処理，図形処理等の中から選択して取り上げること。
⑸ コンピュータを利用したマルチメディアの活用につい
て，次の事項を指導する。
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する方法を習得させる。
多様な形態の情報を統合的に活用することが必要な課題
を設定し，文書処理，表計算，図形・画像処理，データ
ベースなどのソフトウェアを目的に応じて使い分けたり
組み合わせたりして活用する実習
ア マルチメディアの特徴と利用方法を知ること。
イ ソフトウェアを選択して，表現や発信ができること。
⑷ 情報機器の発達と生活の変化
ア 情報機器の発達とその仕組み
イ 情報化の進展が生活に及ぼす影響
情報を生活に役立て主体的に活用しようとする心構えに
ついて考えさせる。
ウ 情報社会への参加と情報技術の活用
個人が情報社会に参加する上でコンピュータや情報通信
ネットワークなどを適切に使いこなす能力が重要である
こと
及び将来にわたって情報技術の活用能力を高めていくこ
とが必要であることを理解させる。
⑵ コンピュータの基本的な構成と機能及び操作について，
次の事項を指導する。
ア コンピュータの基本的な構成と機能を知り，操作がで
きること。
イ ソフトウェアの機能を知ること。
⑴ 生活や産業の中で情報手段の果たしている役割につい
て，次の事項を指導する。
ア 情報手段の特徴や生活とコンピュータとのかかわりに
ついて知ること。
⑹プログラムと計測・制御について，次の事項を指導する。
ア プログラムの機能を知り，簡単なプログラムの作成が
できること。
イ コンピュータを用いて，簡単な計測・制御ができるこ
と。
出所：文部科学省 学習指導要領より作成
科を設ける主たる意義がある。
情報機器を用いた学習ではソフトと機器操作に習熟を要し，一定度機器に習熟しないと活用
する学習に移行できない。情報機器設備の普及前は機器操作に習熟させることが一つの指導目
標であったが，情報機器の普及が進んだ後は，どう活用するか，活用できるようにすることが
指導目標である。情報機器，主にパーソナルコンピュータをそのハードと機器に備わるソフト
ウェア，接続されているネットワークすべてを 1つのシステムとして取り扱い，このシステム
を必要に応じて使える知識・技能を習得させることが 1つの指導目標である。
3－3．情報施設設備の整備
情報機器の習熟度は家庭の情報機器の有無と個人の興味関心により大きく異なり，たとえ，
小中学校で情報の関する教科で使用経験があったとしても，技能に関することは一定時間の修
練が必要である。高等学校段階では，学習者個人間の技能の差は大きいと考えられ，実習時の
クラス編成は習熟度により編成すべきである。また，自習者のために，学校設備を授業時間外
に利用できる体制制度も必要である。授業実施のための施設設備は備えられたが，他教科や自
習者利用には十分な施設設備とはいえない（表 2-2）。教科情報を学習する講座数と同じ数でな
く，他の講座も同時に利用できる施設が必要であり，教科情報の教科学習時のみ使用するので
はなく，他教科の学習や生徒自由利用のできる施設設備が必要である。他教科の利用等があっ
て，教科情報が有用なものとなり，生徒が真に情報機器を活用したことになる。他の教科との
連携が重要である。
各普通教室への情報機器の設置も進んでいるが，プロジェクタ・電子黒板等の指導のための
情報機器は少数の設置である（表 2-3）。教室設置の情報機器は，教員の指導用として導入され，
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生徒利用には制限があり，生徒が空き時間に情報機器を使い資料整理・収集といった作業を行
える状況ではない。普通教室へのプロジェクタ等の機器と，一般教科で利用できる機器施設の
整備が望まれる。情報教育のための教室は，教科の単位数と講座数の関係では，1教室 15 講座
まで対応できるが，時間割構成等を考慮するならば 10 講座 1教室の設置が必要であり，複数の
教科情報講座を設ける場合，応じた施設が必要となる。
3－4．ソフトウェア・ネットワーク設備
教科が学習指導要領の要求を満たすために，個々の機器に備えるべきソフトウェアには，一
般的なオフィスアプリケーションソフトが最低限必要であり，さらにプレゼンテーション・
Web ページ作成・動画編集のソフトウェアが必要である。ネットワークに関する学習の場合，
他のネットワークから独立した組織を設けられれば，演習の自由度が増し，演習課題の制限が
減少し，ネットワークに障害を与える恐れのある演習が実施できる。教科情報の応用的な講座
を設ける場合，学校単独で運用できる施設設置が望ましい。
教科情報の学習には，実際に自ら操作し学ぶ要素と，座学で理解する要素があり，演習・実
習は不可欠である。数十台の情報機器とネットワーク設備の維持・メンテナンスの作業は講座
担当者には負担となる。講座指導者として，機器と施設に対し維持管理できる技術・知識は必
要であるが，授業の合間に行う作業ではなく，主に運営管理を行う組織と，学外の技術者が教
員と協調して維持管理を行い，演習・実習の補助を行う体制が必要である。
４．教科が取扱う内容
教科情報以外の情報機器利用は，施設の制約により制限され，学んだ情報技術を生かす機会
が限られるが，情報知識は技術と異なり，常に必要である。生徒の日常生活上の必要性と，進
路選択後に必要技術を学ぶ機会を考慮すると，教科を設ける学年は，1学年が望ましい。早い
学年での学習は，情報機器を使える環境にあるものは，教科学習に学習成果を使うことができ
る。さらに，進路を考えさせる課題を設定し，進路を考える機会を設け，進路に関する意識を
高めることが望める。教科情報の取扱う教材は，他教科との関わりを意識し，教科内容を構成
する必要があり，様々な学習に使用し，活用をはかることで情報技術・知識の向上が促される。
教科指導の内容として取り組むべき事項述べる。
4－1．ネットワーク利用
インターネットに代表される情報に関する知識は，直接情報機器に接しなくても間接的にか
かわり，また知識を持たない場合不利益をこうむる可能性が高く，日常生活に必要な知識であ
り，一定の技術理解をもつ事により多くの有用な情報を得ることができる。
公共放送・新聞から流される情報は，個人が対象ではなく，個人が必要とする情報が得られ
るとは限らない。ネットワークの普及以前は，情報源に知りたい情報があっても知ることがで
きない状況であったが，情報化の流れにより，公的な情報源が情報をネット提供し，個人が必
要とする情報を得られる状況となった（表 1-6,12）。情報源に対する経路，アクセスする手段
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を持たない場合当然情報を得ることができないため，情報格差が生ずる。このような格差の是
正は行政・教育が対応すべき課題であり，教科情報が必修教科として設けられた要因である。
ネットを介しての交流は年齢と無関係に，あらゆる層との交流できることが利点でもあり，
欠点でもある。携帯電話とパソコンの家庭への普及率とネットネット利用率は高く，小中学生
の年代から使われている（表 1-2,3,4）。パソコンの場合，利用場所が限定でき，利用時の管理
や接続に関して制限・記録などを課することが可能だが，携帯電話の場合，同様には制限でき
ない。携帯電話の個人性はパソコンより高く，私的な媒体であり，ここからのメール・ネット
接続に関して管理・制限はパソコンと比して難しく，使用者自身が責任を持って使用しなけれ
ばならない。
高校生が日常生活において，ワードプロセッサや表計算を使わずに，情報技術面との関わり
なしに，生活を送ることはできるが，情報に関わる不正行為に巻き込まれる可能性がる。利用
率の高い携帯電話やインターネット利用，交通機関の定期，商品の購入等の日常生活の行為か
ら，個人情報の遺漏・不正使用の危険性があり，これらの日常生活の行為中の危険性を認識し，
対処できる知識が必要である。
4－2．情報交換・伝達
携帯電話のメール機能は携帯電話利用者に広く使用されている（表 1-3）。携帯電話からメー
ルを使用する場合，表示画面の大きさから文字数の制約があり，電文は練り構成された文では
なく，会話の延長の構成・形式の文が利用される。私的な連絡・会話の場合は問題がないが，
仕事上の伝達文としては不適切と考える。パソコンを使ったメール機能の学習は小中学校から
取り組まれ，高校段階で操作法について演習を行う必要は無いと考えるが，メールによって伝
達する文について指導が必要と考える。文を目的に応じて使い分けでき，公的な連絡時に適切
な文を作成できるよう課題を課し，文章作成力の養成を行う必要がある。また，メールに関係
する不正行為等，メールを扱う上での注意すべき点，誤った情報を故意に流す等行ってはなら
ない行為の指導は必要である。媒体にとらわれずに目的に応じた文を書く力を育てる必要があ
る。
情報伝達は人との直接会話による形式が基本であるが，常時接続ブロードバンドが普及し，
携帯電話とパソコンを使ったメール連絡の回数が増加し，直接会話の回数が減少した。ネット
ワーク内の仮想空間でのチャットや掲示板を使った会話に浸り，対面した直接会話による，人
とのコミュニケーションがとれず社会と不適応にいたることが考えられる。電子媒体を用いた
情報伝達が普及したが，人との関わりの基本は会話であり，人との関係を築く基本である。教
科情報で取り扱う情報伝達手段や表現はこれを補うものと位置づけ，授業において人との直接
会話・コミュニケーションを重視し，人が直接情報伝達を行う形式の実習・演習を行い，人の
情報交換・伝達力を育てる指導が重要である。プレゼンテーションに関しての取り組みは，メー
ルと同様小中学校から指導が行われていが，人との直接の情報伝達の演習として，実施すべき
内容である。
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5) キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議（平成 16 年 1 月）「報 告 書～児童生徒一人一人の勤労観，職
業観を育てるために～」
4－3．教科情報とキャリア教育
「新キャリア教育プラン推進事業5)」では，現状の問題を「進路意識が希薄なままとりあえず
進学したり就職したりする者の増加」，「若者の勤労観，職業観や職業人としての資質・能力を
めぐる課題」と捉え，小学校段階から児童生徒の発達段階に応じたキャリア教育の推進を進め
る政策を進めている。教科情報は「職業と情報」を指導すべき内容として教科に含むが，専門
教科領域の教科として指導が行われ普通科生徒に対し，時間配当の多い領域ではない。大学進
学率が高まり，普通科生徒の多くが進学するが，無目的な進学就職を選択し，その結果，無業
者や早期離職につながることのない，望ましい進路を選択できる指導が必要である。教科情報
を大学・職業を考える時間として用い，問題解決の課題として大学で学ぶ内容，各学部で何を
学び研究するのか，職業とどうかかわるのかを生徒自らが調べまとめる進路を考える課題は，
進路指導にとっても有用である。
4－4．情報の取扱い
小中高で実施される情報教科での取組みの多くは，情報調べ・整理考察・資料作成・発表の
流れである。教科書は学習者を考慮した情報提供媒体であるが，ネットから得られる情報は学
習者意識しない情報であり，小中学校では児童生徒の基礎知識を考慮した情報提供が必要であ
る。限定された範囲の情報を対象に，情報・機器の取扱や手順を学び，高校段階で日常的な基
礎知識が必要な，公的な調査報告・広報，新聞社記事・論説等の情報を取扱う学習展開が可能
となるが，各分野の専門的な内容については対応できない。
学習の目的として重要なのは，データを目的に応じて整理格納し，活用できる状態で保持す
る技術を習得させることである。収集した情報を，情報機器を使った情報の整理と蓄積作業を
行い，個人の知識データベースを作成する。文字・表・グラフ・ＵＲＬ形式のデータをフォル
ダごとに整理保存し，インデックスを作成することで，目的に応じて収集したデータを利用で
きる状態で保持する，単に整理収集とテキストのインデックス作成の組み合わせから，インデ
ックスをHTML等で記述し，利用が容易な形式を作成するなど，学習者の力量に応じて設計
作成させる。さらに，作成したデータを用いて，ネットワークから参照利用，他の学習者と相
互利用，データの共有利用などネットワーク上のデータの取扱いを学ばせる。作成したデータ
に対する責任，ネットワーク上に置いたデータに起こりえる問題，著作権を絡めて取り扱う。
ネットワーク上に置かれたデータを，置かれた場所を意識せずに各種の端末からの利用やデー
タ作成等，ネットワークとデータに関し学ぶ必要がある。
4－5．教科ネットワークと教科情報の共有
教科情報は，教科内容に時事要素や技術進歩に影響される内容を持ち，教科書が書かれた年
から状況の変化に応じて，教科内容を補う必要がある。さらに，教科書以外の補助教材を必要
とするが，これらは研究者・教科書発行元・行政機関に資料が公開され，利用できる。授業担
当者はこれらを利用し，教科書の不足を補い，実情に即した授業を実施するとともに，自らが
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実施した授業内容を他者が使用できる形にまとめ，公開するように心がけることが必要である。
教科書を補助する教材と，教科書内の時事要素に関し追加補助する教材や授業を，ネットワー
クを用いて教員間で教科に関する情報として共有し，相互に利用する。小中高担当者が教育内
容を公開し共有することで，学校間の情報教育の連続性が生まれ，学校間の連携につながる。
4－6．学習ソフトと学外技術者の指導
将来の進路選択に応じて選択・習得する技術であるプログラミング言語・表計算・データベー
スの学習では，学習者の学習ペースと習熟度の差が大きく，一斉授業や同一課題による演習に
は適さない。これらの情報処理技術習得を目標とする場合，学習ソフトは有効と考える。学習
者は，到達目標を各自設定し，ソフトによる学習を主に行い，技術指導は学外技術者が担当し
学習を進め，記録された学習状況，目標到達度により評価を行う。学外技術者の協力を得るこ
とで，技術の進歩・教員の知識不足を補い，学習内容の豊かな学習が展開できる。
５．おわりに
情報に関する施設設備の学校間の差異は，生徒１人あたりのパソコン台数とネットワーク接
続先の異なる以外少ない。小中学校で情報に関する授業が実施され，高校には情報に関する授
業を受けた生徒が入学する。学習指導要領で述べられた教科の目標を学習させようにも，情報
関連機器が扱えず基本的な事項から学習を進める必要があり，教科目標の到達に到らない状況
から，基礎的な事項を学習した生徒が指導対象となり，教科の目標に沿った学習を展開できる
状況に至った。教科の学習を生かし，学習のなかで活用するため，情報教科以外の教科で使え
る設備と，普通教室への情報機器の設置を望む。
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